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Ⅰ．はじめに

　「ラテンアメリカをめぐる国際関係と外

交」というテーマに関し実務家の立場から、

中南米の外交について話したい。

　10 月外務省幹部からエクアドルに出張し

て欲しいと要請された。それは、11 月に国

連安保理非常任理事国の選挙があるので、エ

クアドルから日本への支持を取り付けるのが

目的だった。かつて私が国連の日本政府代表

部に勤務していた時、安保理非常任理事国の

選挙があり、日本がバングラデシュに負ける

という苦い思い出があった。その思いがずっ

と私の胸に残っていたので、エクアドルの話

を聞いたとき、「これはやらねば」と決意し

た。

　麻生総理の親書を携えてキトに行き、モレ

ノ副大統領やハティバ外務大臣代行と会い、

説得工作を行った。非常任理事国選挙ではア

ジア・グループの中で日本の競争相手はイラ

ンだった。現地で分ったのは、エクアドルと

イランの関係だ。エクアドルのコレア現大統

領の大統領就任式に、イランを代表して出席

したのは、アフマディネジャド大統領だっ

たのである。実はコレア大統領はかねがね、

ベネズエラのチャベス大統領と親交があり、

チャベスがコレア大統領の就任式にイランの

大統領を呼んだらいいと提案した。つまり、

イランとエクアドルの背後にチャベス大統領

がいたということである。

　チャベス、コレア両氏は二人とも貧しい家

庭の出身で、ともに大統領にまで上り詰め

た。チャベス大統領は中南米でエゲモニーを

握ろうとしており、エクアドルのコレア大統

領にいろいろと影響力を及ぼしている。エク

アドルの新聞記者によれば、兄と弟のような

関係であるという。エクアドルの国際関係に

占める「チャベス・ファクター」をまざまざ

と思い知らされたのである

Ⅱ . ラテンアメリカをめぐる国際関係

１）３つの視点

　中南米を見る場合、３つの視点から見るべ

きである。

　第１が米州内における国際関係、２つ目

は米州内の地域統合機構あるいはグループ

の誕生とその展開。1960 年代にはラテン

アメリカ自由貿易連合（ＬＡＦＴＡ）、中

米共同市場の結成、70 年代にはラテンア

メリカ経済機構（ＳＥＬＡ）、さらに 1980

年代、中米を中心に東西冷戦の影響が地域

に出てきたころにはコンタドーラ・グルー

プ、コンタドーラ支援グループとも言うべ

き、リオ・グループ、90 年代にはメルコスー

ルやＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）など

ができた。こういった地域統合機構あるい

はグループがどう誕生、展開したかという

視点から中南米を見ることができる。３番

目は、米州域外国との国際関係である。

ラテンアメリカをめぐる国際関係と外交
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２）米州内における関係

●最近の中南米情勢

　いまの中南米の中でどういった政治変動が

起きているのか。今世紀に入ってからの１つ

の着目点はベネズエラのチャベス政権の動き

だと思う。中南米の政治構造におけるこの

「チャベス・ファクター」の重要性に注目せ

ざるを得ない。最近の中南米は対米関係につ

いての政策の違いで２つに大別されよう。反

米というより反ブッシュ政権という国があ

る。ベネズエラ、キューバであり、チャベス

が影響を及ぼしたエクアドル、ボリビア。さ

らにはニカラグアがある。さらに新たに政権

が誕生したパラグアイもそうなるかもしれな

い。その一方、対米協調外交を維持する諸国

がある。メキシコ、チリ、ペルー、コロンビ

ア、その他に中米諸国、あるいはカリブ海諸

諸国が入るかもしれない。

　こうした中で面白いと思うのはブラジルで

ある。ブラジルは一体、どちらについている

のか。ブラジルは中南米地域の安定装置とし

ての役割、バランサーとしての役割を果たし

ている。

●ベネズエラ外交の本質

　ベネズエラ外交の本質をどうとらえるか、

チャベス外交のキーワードは３つあると思

う。１つは石油、２つ目は反米、というより

アンチ・ブッシュ、第３は南米統合である。

　チャベス大統領は、ボリーバル革命を推進

すると言っている。彼の言っているボリーバ

ル革命とは何か。

　１つは社会主義化政策である。ベネズエラ

における旧支配体制の打破、つまり政治的オ

ルガルキーが石油からの富を独占しているか

ら、それを打破しなければならないというわ

けだ。チャベスの政治哲学は一般大衆がベネ

ズエラ社会、経済の活動で主体となって、そ

して公正かつ平等な社会を実現するというこ

とである。同時に中南米については米国の影

響力を排除した地域統合を図るべきだと主張

する。チャベス外交というのは「エネルギー

外交」と言っていい。石油から生じる膨大な

収入を、ボリーバル革命を対外的に進める原

資として使っている。

　チャベス外交が親チャベス政権を樹立する

のに成功したケースがある。例えば、ボリビ

アのモラレス政権、ニカラグアのオルテガ、

エクアドルのコレア両政権もその例だ。しか

し逆に、過剰介入で失敗したのはペルー、選

挙戦で軍人出身の「フジモリ」ともいうべき

ウマラ候補をチャベス大統領が露骨に支持を

表明、これがペルー国民の反発を招いた。

　しかし、石油外交について言えば、石油の

価格が限りなく上昇しているときは、それに

正比例して収入があり、有り余るドル、外貨

が使われる。しかし、いったん石油価格が下

がると、チャベス大統領のエネルギー外交は

一段と難しくなる。日本からベネズエラ外交

を見るときは常に石油価格を注意深く見守る

必要がある。

３）米国の対中南米外交の動向

●９・11 同時多発テロの影響

　米州関係の中で常に頭の中に置かねばなら

ない大事な点は米国の比重の大きさだ。米国

の中南米に持つ比重の大きさゆえに日本の対

中南米外交は常に制約を受けた。特に制約を

受けたのは東西関係が緊張したとき。米ソ関

係の緊張の度合いに応じて、中南米おける米

国の介入の度合いが強まったり、弱まったり

する。

　なぜチャベス外交がこんなに力を発揮した

のか。これは米国のグローバルな政策と関係

がある。それは何か。それはまさに 2001 年

９月 11 日の同時多発テロの影響である。こ

の同時多発テロが起き、米国ブッシュ政権の

外交的関心はアフガニスタン、そしてイラク
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に向った。この結果、米国の中南米に対する

関心は低下する、低下するというよりむしろ

中南米を構ってはいられなくなった。

●ブッシュ大統領の中南米歴訪

　しかし、ブッシュ大統領が 2001 年１月に

就任した後、一番最初に訪問した外国はメキ

シコだった。ブッシュはテキサス出身でもあ

り、同時多発テロ前に中南米に強い関心を

持っていたのは間違いない。ブッシュ政権が

誕生したとき、中南米に対する経済的戦略が

あった。ＦＴＡＡ（米州自由貿易圏構想）で

ある。もともとは、1994 年に当時のクリン

トン大統領が提唱したもので、中南米全域を

自由貿易地域にするという大構想だった。だ

が、同時多発テロ発生以降、米国は中南米に

大きな関心を払うことができなくなった。そ

ういう間隙を縫って、チャベス大統領が出て

きた。チャベスは米国主導のＦＴＡＡに反対

するという政治的、外交的狙いがあった。

　それでも、米国もなんとかチャベスの影響

力に対し手を打たねばならないと考えるよう

になった。米国は個別に、友好的と考えられ

る国との２国間の自由貿易協定を結ぶことを

始めた。2007 年３月、ブッシュ大統領はブ

ラジル、ウルグアイ、コロンビア、グアテマ

ラそして、メキシコを訪問した。しかし、訪

問のタイミングは遅かったと思う。なぜな

ら、2007 年までにはチャベス大統領は着々

と駒を進めていたからだ。

　ブッシュの中南米訪問で気がつくことは、

ブラジル訪問の成果である。バイオ燃料分野

における２国間協力に関する覚書だ。これ

は、石油代替のエタノール戦略が動きだすと

いうことである。まず、米国とブラジルの協

力、そして中南米全体にエタノール戦略を広

げ、最終的にはグローバルな協力を目指す。

チャベスの石油戦略に対抗する意図が、明白

だった。

●「米州の繁栄への道」

　ＦＴＡＡについては最新の動きを見ると、

米国は非常に戦略的視点で考えている。今年

９月に米国とＦＴＡを結んだ中南米国の首脳

を集め、新しい構想「米州の繁栄への道」を

ぶち上げた。オバマ新政権がこれを引き継ぐ

かは分からないが、日本の中南米外交に比べ

米国が戦略性を持って動いている点が注目さ

れる。

●オバマ新政権の中南米政策

　オバマ氏は中南米政策についてほとんど発

言していない。ただし、ＦＴＡ、移民問題、

キューバ政策については基本的立場を表明し

ている。

　ＦＴＡについては、ペルーとのＦＴＡには

支持を表明。しかし、韓国、コロンビア、パ

ナマに関しては反対を表明した。ＮＡＦＴＡ

については改正を要求するとしており、カナ

ダとメキシコが改正の再交渉に応じない場合

には脱退すると言っているが、これは理解し

がたい。もっとも選挙戦での発言なので、文

字通りこれを受け取る必要はないかもしれな

い。

　移民問題については、不法移民への市民権

付与、ゲストワーカー・プログラムの導入、

国境整備の強化といった包括的移民法改正を

支持するとオバマ氏は表明している。これは

重要な意味がある。米国はメキシコと長い国

境線を持っているのだから、米国にとっては

メキシコからの不法入国者問題は深刻。オバ

マ氏は選挙中のマニフェストでは、米国とメ

キシコの国境フェンス建設、国境整備と同時

に不法移民を雇用する企業に対する取り締ま

りを強化すると述べていた。

　キューバ政策に関しては一定の条件で対話

を実現するとしている。どのような条件かは

分からない。面白い点は、経済制裁に賛成し

つつも、無制限の家族のキューバ渡航、送金
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は容認すると述べていることだ。これはフロ

リダ州のキューバン・コミュニティーの票を

獲得するための政策であるのは明白である。

新政権が動きだしても半年間ほどは米政府責

任者が新たに変わるので分からないが、もし

かしたら、キューバとの直接対話が始まるか

もしれないという感じがしている。

Ⅲ．再編に向けた域内地域統合の動き

１）米国の政策転換

　地域統合についても、頭に入れておくべき

ことは現時点では米国対チャベスの石油外交

ということになる。米国が戦略的に進めてき

たクリントン時代のＦＴＡＡは挫折した。米

国は、親米諸国との政治的関係の強化を目的

として、中南米諸国との間で選択的に２国間

の自由貿易協定（ＦＴＡ）締結を進める方向

に政策を転換した。

　もう１つ、日本であまり取り上げられてい

ないのは、アンデス貿易促進・麻薬根絶法（Ａ

ＴＰＤＥＡ）だ。これは、コロンビア、ペ

ルー、エクアドル、ボリビアの４カ国に対し

麻薬対策と特恵関税適用をリンクさせた一方

的措置だが、４カ国に対する米国の外交とし

ては効果がある。４カ国の麻薬対策の促進剤

として特恵関税を使うという米国独特の外交

である。

２）チャベス大統領の反米路線

●ＡＬＢＡ構想

　これに対するチャベスの外交は、米州ボ

リーバル代替統合構想（ＡＬＢＡ）である。

その最大の狙いは、米国のＦＴＡＡ創設の阻

止。米国がＦＴＡＡをつくってしまうと、す

べての中南米の国は経済的に米国と一体化し

てしまうので、それを阻止したいとして始め

たのがＡＬＢＡ構想だ。　同構想は、ラテン

アメリカの独自性を重視、中南米諸国の貧困

や格差、社会的疎外の解消を旨とし、市場経

済優先の社会を排し、産油国ベネズエラが主

体となって加盟国に石油を提供、その一方で

人的サービスや食糧と交換する相互補完型の

連携協力である。

　例えばキューバからは医師、教師、技術者

にベネズエラに来てもらう、その代わり石油

を提供する。あるいは国によっては食糧の提

供を求めるといったやり方だ。

　ＡＬＢＡに関しては最初キューバとの間

で 2004 年に締結、次いでボリビアと 2006

年、ニカラグアとは 2007 年に「人民貿易協

定」を結んだ。今年になってからドミニカ共

和国、ホンジュラスにまで手を伸ばしてい

る。実はこの組織にイランがオブザバーとし

て 2006 年に参加している。チャベス大統領

は石油を使って反ブッシュ連合をつくると同

時に、米国に対し外交的に影響力を行使し得

るような国に対しても力を入れている。だか

ら、中国やロシアにも接近する。あからさま

に反米を唱えるイランは同じ陣営という考え

をチャベスは持っているのだ。

　チャベスはまた、親米路線を取る国とは、

自分とは馬が合わないとして、そういう国と

はできるだけ離れようとしている。いわゆる

Ｇ３は、メキシコ、コロンビア、ベネズエラ

で構成されていたが、チャベスに言わせれ

ば、メキシコもコロンビアも親米政権で馬が

合わないとしてＧ３から離脱した。アンデス

共同体からも脱退した。しかし、その代わり

にブラジルとアルゼンチンとの連携に軸足を

移し、メルコスールに加盟した。

●南米諸国連合（ＵＮＡＳＵＲ）の発足

　中南米における地域統合をめぐっては、米

国の動向、それに対抗するチャベスの動きと

いう非常に激しい状況が生まれている。その

中で強調したいのはブラジルの動きである。

メルコスールを動かしている大きな国はブラ

ジルとアルゼンチンだが、現在の経済状況か



ラテンアメリカ時報　No.1385　2008/09 年冬号

8

ら言えばブラジルが圧倒的に大きな力を持っ

ている。明らかにブラジルは南米においてヘ

ゲモニーを握ろうとしている。それに対しチャ

ベスが自己の勢力圏をつくろうとしている。

　2005 年、すでにあるメルコスール等の枠

組を基に南米共同体をつくろうとする動きが

あった。当時は南米共同体という名称だった

が、2007 年には南米諸国連合（ＵＮＡＳＵＲ）

に改称された。こうして新しい共同体が出て

きた。さらに 2008 年５月 23 日、南米 12 カ

国首脳が集まり、南米諸国連合設立条約が採

択された。チャベスの動きがあり、米国も力

を及ぼそうとしている中で南米諸国連合が出

現したのは注目される。しかし、南米には２

つのメジャープレイヤーズがいる。１つは

チャベスが率いるベネズエラ、もう１つはブ

ラジル。両者の思惑は違う。チャベスは南米

諸国連合を米国に対抗する組織ととらえてい

るが、ブラジルは実利的な観点から自由貿易、

経済協力を進めたい考えだ。この二つの基本

的な路線の違いに目を向けねばならない。

Ⅳ．わが国の対中南米政策

１）「移住」外交

　日本の中南米外交というのは一言で言えば

戦後長い間、「移住外交」だった。敗戦の結

果として中南米に対し外交を行う状況ではな

かった。いかにして生き残るか、同時に満

州、朝鮮半島から引き揚げてきた同胞をいか

に国内にインテグレートするかという問題が

あった。そうなると、日本のような人口過剰

国の考えるのは移住であろう。そういう戦後

の状況の中で手を差し伸べてくれたのは中南

米だった。そのために日本の中南米外交は移

住外交であって、具体的には政府間移住協定

をつくることであった。ブラジル、ボリビア、

アルゼンチン、ドミニカ共和国との間で協定

を締結した。しかし、1960 年代半ばで対南

米移住は終わる。

　1960 年半ばの国際情勢はどうだったか、

日本の対中南米外交は常に国際政治環境を考

える必要があり、その中で日本が何をできる

かを考えることになる。1959 年にキューバ

革命が成功、その後、ソ連がミサイル基地を

構築、米国が対抗する形で「進歩のための同

盟」を打ち出す、いわば、中南米全体が東西

冷戦のコンテキストの中に置かれた。そうな

ると、日本の外交は身動きがとれなくなった。

　それでも、中南米諸国との友好関係をそれ

なりに維持、発展させた。しかし 60年代はま

だ日本のＯＤＡを使える状況になかった。

２）冷戦終結と日本の対中南米外交の始動

●中南米局参事官時代（1985 年―87 年）

　私が中南米外交の第一線に立ったのは

1985 年に中南米局の参事官になったときで

ある。

　1980 年代はまだまだ東西冷戦が厳しく続

いていた。それより少し前になるが 1979 年

７月 19 日にサンディニスタ革命が起きた。

ソ連のアフガニスタン侵攻もこの年の12月。

これに対しレーガン政権が対決する。この東

西対決の一番厳しい現場が中米だった。主た

る舞台はエルサルバドルとニカラグアだっ

た。これより先 1978 年にはインシンカ事件

が発生した。日本企業の社長がエルサルバド

ルのゲリラに誘拐され、当時私は国連代表部

に一等書記官として勤務していたが、３週間

現地に出張、社長救出のオペレーションに当

たったこともある。

　さて 1980 年代は中南米の「失われた 10

年」、で、「明」と「暗」を分けた時代だった。

明るい面は、80 年代に民政移管が次から次

に起きたこと。一番早かったペルーが 1980

年、アルゼンチンが 1983 年、ブラジルが

85 年、チリが 90 年に民政移管が行われた。

他方、暗い面は債務危機だ。当時、メキシコ
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のロペス・ポルティージョ大統領が 1982 年

８月 12 日、債務不履行宣言をする。これが

燎原の火となり中南米全体に波及する。参事

官時代にはメキシコの債務不履行問題にも取

り組んだ。

　債務危機脱出に一番力を発揮したのは米国

だった。ベーカー・プランやブレディ・プラン、

こういう救出プランが中南米諸国の債務危機

からの脱出の役割を果たした。結果的には 90

年代に入ると、中南米経済は改善の兆しを示

すことになる。

●中南米局長時代（1992 年１月―1993 年

８月）

　参事官としての勤務を終え、その後パリに

勤務したが、再び中南米の仕事に復帰したの

は 1992 年１月だ。東京に戻り、中南米局長

となった。局長就任に当たって考えたのは、

国際環境が変わったとき一体、日本の中南米

外交をどう変えるべきか、何ができるかを考

えた。冷戦の終結によって、米国の対中南米

への関心が低下した。日本にとって初めて、

中南米に対し主体的に外交を展開できる国際

環境が整ったと考えた。

２つのＤとエルサルバドル

　私が提唱し始めた中南米政策は「二つの

Ｄ」政策そして地球規模問題への取り組みか

らなる対中南米支援政策、加えて中南米との

パートナーシップ強化を目ざす政策であっ

た。「２つのＤ」の１つはデモクラシーのＤ。

もう１つのＤは開発を指すディベロプメン

ト。この「２つのＤ」が必要だと考えた。当

時の中南米を考えた場合「２つのＤ」を適用

できる国と、あまりに関係ない国があった。

そこで３番目の柱として、地球規模の問題へ

の取り組みで日本との協力関係をつくること

を考えた。環境・経済技術協力である。と同

時に、中南米とのパートナーシップを強化す

る方針も打ち出した。当時のリオ・グループ

との関係づくり、初の日・カリブ協議も開始

した。チリの大統領を迎え、その時に日本と

チリの将来を考えて作ったのが、日本・チリ

環太平洋 21 世紀委員会で、これは現在も続

いている。

　「２つのＤ」の政策をどう実施したか、た

くさんの例があるが、２つの例を紹介する。

まずエルサルバドルの例だが、同国は 12 年

間の内戦で７万５千人以上の国民が死亡し

た。1992 年、私がちょうど中南米局長になっ

たとき、エルサルバドル政府とゲリラの和平

合意文書が調印された。92 年の２月１日に

正式停戦が発効した。この時期にエルサルバ

ドルを助けるのがいいと考えた。どうすれば

いいか。

　当時の日本政府の外交的関心事はカンボジ

アにあった。エルサルバドルとカンボジアと

なると、どうしてもエルサルバドルへの関心

は薄くなると懸念した。丁度その時エルサル

バドルの企画大臣（女性）が欧州を訪問して

いることを知り、日本に来てもらうことを計

画した。同企画相を日本に招き、当時の渡辺

外務大臣に会わせた。その場で「２つのＤ」

政策の第１号はエルサルバドルだと説明、緊

急支援パッケージを組み、530 万ドルの支出

を約束した。エルサルバドルに対し、「２つ

のＤ」を実施するとなると、一つ問題があっ

た。内戦のために日本大使館を閉めていたの

で、それをいかに再開するかだった。92 年

５月に12年ぶりに再開、７月に大型経済ミッ

ションを派遣、ＯＤＡを使った対エルサルバ

ドル援助を行ったわけだ。さらに、日本の「２

つのＤ」政策を明確に説明する必要があるた

め私は９月にエルサルバドルに行き、当時の

クリスティアーニ大統領に会って、日本政府

の考えを伝えた。

フジモリ政権のケース

　もう１つの問題はペルーのフジモリ政権
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だった。1992 年４月５日、リマから大至急

の公電が入った。フジモリ大統領が憲法を停

止し、議会を解散、裁判所の機能を一時停止

させたという報告があった。それは日本政府

が進める「２つのＤ」の１つ民主化に反する

措置だった。

　最初に取った措置は、４月７日官房長官に

声明を出してもらったことだった。ペルーの

憲法停止措置については「背景については理

解すべき点があるも残念な措置」という内容

にした。米国からは官房長官声明より前に、

日本に対し要請があり、米国は既に対ペルー

援助を停止した。日本も同様の措置を取るよ

う求めてきた。私は、宮沢総理、渡辺外務大

臣、小和田外務次官（当時）と相談した。そ

の結果フジモリ大統領に対し説得する余地

があるとして米国の要請を拒否することにし

た。この間現地の日本大使を通じ、フジモリ

大統領に対し民主化の道に戻るよう説得した

が、大統領は一切耳を貸さなかった。

　他方、米州機構（ＯＡＳ）もペルー情勢を

懸念し、４月 13 日臨時外相会議を開き、ミッ

ションをペルーに派遣した。２回にわたって

ＯＡＳはミッションを出したが、不成功に終

わった。フジモリ大統領は日本政府の意見も

聞かない、ＯＡＳのミッションも成功しない

ということで、最後の日本の外交的努力とし

て宮沢総理の親書を持って、中南米局長の私

がフジモリ大統領を説得するということに

なった。

　リマに飛んで、５月 15 日にフジモリ大統

領と１時間半話し合った。私の１つのカード

は総理親書だった。もう１つは、国際政治環

境がフジモリ大統領にとって急激に不利に

なっていることを大統領に伝えることだっ

た。２日後の５月 17 日にバハマでＯＡＳの

外相会議が開催されることが決まっていた。

そこで対ペルー非難決議が採択されることは

明らかだった。

　私はＯＡＳの非難決議に２つのＤの１つ、

ディベロップメントすなわち日本のＯＤＡを

リンクさせることを考えた。ＯＡＳは非難決

議をする、日本が同決議に従えばペルーに

援助できないことになる。日本は 1973 年以

来、ＯＡＳの常任オブザーバー国である。私

は大統領に対し、「貴方は日系の大統領だか

ら何をやっても日本からの援助を獲得出来る

と考えるのは大間違い。２日後のＯＡＳ外相

会議では非難決議が採択される。日本は常任

オブザーバー国であり、日本はペルーに対し

ＯＤＡを出せなくなる」と伝えた。又ペルー

が民主主義の道に復帰するためにも新たな憲

法をつくる制憲議会選挙を実施すべきだとい

う提案もした。私の申し入れに対しフジモリ

大統領はその場では明確な反応を示さなかっ

た。しかし、大統領官邸を退去するとき、フ

ジモリ大統領は私に「セニョール寺田、東京

に帰るころには新しいニュースがあると思

う」と言った。それが何かはその時点では分

らなかった。東京に戻った日、バハマでＯＡ

Ｓ臨時外相会議が予定通り開催されたところ

突然、フジモリ大統領が出席、ペルーが民主

化復帰するための新提案を行ったと報じられ

た。これを聞いてペルーでは「２つのＤ」の

外交は意味があったと感じた。

●冷戦後の歴代内閣の中南米政策

　歴代政権の中南米政策を見ると、私が仕え

た宮沢政権のときは確実に「２つのＤ」政策

が実施された。しかし、「２つのＤ」政策は

一定の国際環境の下では有効だったが、冷戦

が終わり、中南米が普通の道を歩むようにな

ると、「２つのＤ」もさほど当初の思い通り

にはいかなくなった。橋本政権のときは日本

と中南米の新時代のパートナーシップの構

築、さらに地球規模問題解決のための国際協

力の拡大、３番目に新たな 100 年に向けて
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の友好協力の強化、これらが柱となった。

　橋本政権下で中南米に関し最大の外交的危

機は、在ペルー日本大使館占拠事件だった。

これについては別の機会に詳しく話したい。

　小泉政権ではどうだったか。小泉首相は

2004 年９月サンパウロを訪問したが、その

時の演説を見ると、同政権の中南米政策では

「協力」と「交流」が２つのキーワードだっ

た。「協力」では、中南米との経済関係の再

活性化が最重要の柱で、国際社会の課題につ

いて中南米と一緒に取り組むこと、安保理の

改革問題、経済発展と環境の両立の問題など

がテーマだった。「交流」では相互理解、人

物交流促進などが強調された。

　安倍内閣について見ると、昨年７月に当時

の麻生外相が日本経団連で対中南米政策に触

れていた。演説などを読んでみて受ける印象

は、いかに中南米との関係が深かったか、今

後も幾重にも重要なパートナーとして関係を

深める必要があるという点に重点が置かれて

いたと思う。

　さて、現在の麻生内閣の中南米政策につい

ては外務省の資料などから判断すると、中

南米を〝基本的価値を共有し、「共益」を語

れるパートナー “ と位置づけ、３つの柱から

成ってなっていると考える。１つは中南米と

の経済関係の強化、２番目は地域の安定的発

展への貢献、３つ目は国際場裡での協力だ。

Ⅴ．米州域外国との国際関係

　現時点で頭に入れねばならないのは、中国

のプレゼンスが中南米で急速に増大したと

いうことだ。その動きは 21 世紀になってか

らだ。その最初は 2001 年４月の江沢民国家

主席の中南米６カ国歴訪、次が 2005 年の胡

錦涛国家主席による４カ国訪問。これで中国

の中南米でのプレゼンスが国際社会でひしひ

しと感じられるようになった。中南米におけ

る中国の動きについて言えることは，今のと

ころは資源確保が最大の目的であるというこ

と。第２点は、現時点では中国外交において

中南米は主たる関心事になっていないという

ことだ。中国の外交は中南米よりむしろ、ア

フリカに人的、物的すべての外交資源が投入

されている。

　

Ⅵ．結語（これからの対中南米外交）

●「第４の柱」の構築

　日本の現在の対中南米外交の「３つの柱」

は前述のように、経済関係の強化、地域の安

定的発展への貢献、国際場裡での協力で、こ

の「３つの柱」は引き続き有効であるが、こ

れに戦略的積極性を加えるとともに「第４の

柱」を構築する必要がある。

　「第１の柱」の経済関係の強化については、

日本が環太平洋経済圏において、確固たる地

歩を占めるため、メキシコ、チリに加え、ペ

ルー、コロンビア、エクアドル、パナマを抱

合したＦＴＡのネットワークを構築すること

だ。それは、まさに日本の実利になるわけで、

政府レベルで日本企業を支援することになる

し、また資源確保に結びつく。これが「第１

の柱」の戦略的目標だ。次の戦略的目標とし

てはメルコスールとのＦＴＡ締結を目指すこ

とである。米国の次期政権が考えているであ

ろうことを日本も考えるべきだ。容易ではな

いが、そうした中南米に対する戦略を打ち出

すべきである。

　さて、「第４の柱」というのは、文化交流・

人物交流の推進だ。中南米のエリートは大学

生であり、大学生に対し交流を進めるべき

だ。１つのモデルは、日墨交流計画、双方向

で過去 3000 人以上の学生・社会人が交流し

ている。これを中南米地域に拡大していくこ

とが考えられる。

　日本の中南米外交でもう１つ大事なこと
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成したもので、すべての文責は当協会編集部にありま
す。また、人物の肩書きや時制も当時のものを使用し
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は、日本にいる日系人の存在。これは日本の

外交資産と考えるべきであり、将来の日本と

中南米の掛け橋を果たすべき人的資産とし

て、日本にいる日系人に対する教育援助を、

政府として地方自体でやるべきだと思う。

（てらだ・てるすけ  フォーリンプレス・センター理事長）

　2008年は日本人ブラジル移住100周年。離郷した日本からの移民の郷里に向けた「思い」
「情け」「郷愁」の探求という、従来の学術的な移民研究ではあまり掘り下げられなかった
観点から調査を行った労作。
　祖国敗戦を認識しても、日系ブラジル人としてすぐに新たな帰属意識を心の底から受け
入れた訳ではない、むしろブラジルにいるからこそ「日本人」という出自を気にする離郷
経験の心向きと行動との結びつき（迂回）を、移民の作った短歌、俳句、川柳から探って
いる ( 第Ⅰ部 )。この迂回が顕著に出てくるのがことばであり、外国語となった日本語にポ
ルトガル語からの借用が頻繁に用いられる、いわゆるコロニア語が出来た。一方、著者は
1920 年代に青年移民が持ち込んだ弁論大会から、日本語が少数民族語になったブラジル
での民族思想の表現を、また日本語が先住民ツピ族のことばと同じ源から発しているとい
う新聞人香山六郎の説を検証することによって、戦後暫くまでブラジルでは正式の国民の
メンバーとみなされていなかった日本人が、ヨーロッパ人の到来・移民より先にいた部族
の兄弟であるという政治的含みをもった主張を生み出したことを例証している ( 第Ⅱ部 )。
　第Ⅲ部は、『サンバの国に演歌は流れる ―音楽にみる日系ブラジル移民史』（中公新書、
1995 年）などの著書のある著者の得意分野である芸能分野からの検証である。「マダム・
バタフライ」を演じた３人の日本人歌手に対する邦字紙とポルトガル語紙の記事比較、近
年多くなってきたカルナバルへの日系人の参加、日系ブラジル人の間で移民史の有名無名
人の物語を語る創作浪曲は、本書のテーマである情けに浸った典型的芸能として最後に論
じられている。
　これまでの移民史研究にない、移民たちの心に生じた矛盾を包含する心意・心象を見据
えた興味深い史料である。                                                                                    

〔桜井 敏浩〕

〔ラテンアメリカ参考図書案内〕

『遠くにありてつくるもの ―
日系ブラジル人の思い・ことば・芸能』

細川 周平　みすず書房　2008 年 7月
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